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１．はじめに 

 学校教育法第 72 条には、特別支援学校の目的と

して、「視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢

体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。以下同

じ。）に対して、幼稚園、小学校、中学校又は高等

学校に準ずる教育を施すとともに、障害による学習

上又は生活上の困難を克服し自立を図るために必要

な知識技能を授けること」と示されている。この内、

後半部分の目的を達成するために設けられた指導領

域が、自立活動である。自立活動の目標は、「個々の

児童生徒が自立を目指し、障害による学習上又は生活

上の困難を主体的に改善・克服するために必要な知識、

技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和的発達

の基盤を培う」こととされている。 

自立活動の前身となる養護・訓練は、昭和 46（1971）

年の学習指導要領の改訂において、盲学校、聾学校、

養護学校に共通する特別の領域として設定された。そ

れ以前は、障害の状態を改善・克服するための指導は

各教科等の中で部分的に取り扱われることが多く、系統

的・継続的な指導には至っていなかった。しかし、在籍

する児童生徒の障害の多様化や重複化などを踏まえ、

心身の機能を総合的に改善することの必要性を鑑みて、

養護・訓練が特別の領域として設けられることとなった

（文部科学省,2018）。その後、平成 11（1999）年の学

習指導要領の改訂において、障害者施策に関する国

内外の動向を踏まえ、名称が自立活動へと改められた。

これは、自立活動が、幼児児童生徒個々の自立を目指

した主体的な取組を促す教育活動であると明確にする

ことを目的とした変更である （北川,2019）。 

養護・訓練の内容は、5 つの柱、18 項目で示されて

いた。平成元（1989）年改訂の学習指導要領では、「身

体の健康」「心理的適応」「環境の認知」「運動・動作」

「意思の伝達」の 5 つの柱が示されている。平成 11

（1999）年の自立活動への改訂によって、柱は区分へと

変更され、各区分の名称も「健康の保持」「心理的な安

定」「環境の把握」「身体の動き」「コミュニケーション」とさ

れた。また、項目も 22 項目へ変更され、幼稚部教育要

領においても小・中・高等部の学習指導要領と同じ示し

方を行うこととなった。その後、平成 21（2009）年の学習
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指導要領改訂で、新たな区分として「人間関係の形成」

が加わり、自立活動の内容は 6 区分 26 項目となった。

さらに、平成 29（2017）年 4 月に告示された特別支援

学校の新学習指導要領（文部科学省,2017）において 1

項目増え、現在は 6 区分 27 項目となっている。また、

平成 29（2017）年、30（2018）年に改訂された小・中・

高等学校の学習指導要領においても、総則部分に自

立活動の文言が明記され、特別支援学級や通級による

指導の充実に向けて、自立活動の指導が欠かせないと

の観点が示された。平成 30（2018）年からは高等学校

において通級による指導が始まり、特別支援学校以外

でも自立活動の指導の必要性が高まってきている。 

そのような中、知的障害特別支援学校（養護学校）に

おける自立活動については、盲学校・聾学校と比べて

義務化が遅れたことや、第二次世界大戦後の知的障害

教育が精神薄弱特殊学級を中心に行われたこと、領

域・教科を合わせた指導の形態が中心であることなどか

ら、他の障害種を対象とする特別支援学校とは異なる

実態や課題が存在する。例えば、自立活動の指導は

「自立活動の時間はもとより、学校の教育活動全体を通

じて適切に行う」と示され、特設した時間における指導と、

教育活動全体の指導、両方の必要性が示されている。

しかし、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所

（2012）によれば、教育課程上に自立活動の時間にお

ける指導を設定している学校は、視覚障害 79％、聴覚

障害 93％、肢体不自由 94％、病弱 98％であるのに対

し、知的障害は 45％にとどまっている。これに関して、

井上 （2010） は、知的障害特別支援学校における自

立活動の課題として、学校教育全体で行っているという

説明で教育課程上に明確に位置付けられていなかった

り、領域・教科を合わせた指導の中で取り組んでいて日

課表に示されていなかったりする場合があることを指摘

している。また、指導内容や授業のねらいの中に自立

活動の内容がどのように位置づいているのかあいまい

であったり、各教科に示されている内容とのすみ分けが

不十分なまま取り組まれていたりするケースがあることを

指摘している。 

このように、知的障害特別支援学校における自立活

動の指導には、独自の課題が存在すると考えられるも

のの、系統的に先行研究を整理した文献は見当たらな

い。そこで、本研究では、平成 21（2009）年の学習指導

要領改定以降に行われた知的障害特別支援学校にお

ける自立活動に関する研究を概観し、その動向や今後

の展望について考察することを目的とする。 

２．知的障害特別支援学校における自立活動に関する

研究動向 

２．１ 分析対象選定の方法 

 論文検索には、国立情報学研究所の論文データ ベ

ース CiNii を用いた。「知的障害」「自立活動」を含み、

2009 年以降に刊行された条件で 2022 年 7 月 1 日に

検索を行った結果、122編が抽出された。 

分析に際して、重複して抽出された論文を除外した

上で、（1）支援学級を対象とした論文 （2）重度重複障

害を対象とし、肢体不自由・病弱特別支援学校で実践

された論文 （3）自立活動に関する内容が記載されて

いない論文 （4）紀要・学術誌以外に掲載された記事

等 を除外した結果、最終的に 47編が選定された。さら

に、内容によって、意見・概説 11 編、調査研究 11 編、

実践研究 19 編、目標設定・実態把握に関する論文 6

編に分類された。なお、論文選定や内容の分類、研究

動向の分析は筆者が単独で行った。 

刊行年別の分析対象論文数について、表 1に示した。 

表１ 刊行年別の分析対象論文数 

刊行年 
論文数 

意見 調査 実践 目標 合計 

2009 0 0 1 0 1 

2010 0 0 0 0 0 

2011 0 0 0 0 0 

2012 0 0 0 0 0 

2013 0 1 0 0 1 

2014 1 1 1 0 3 

2015 0 0 0 0 0 

2016 0 0 0 0 0 

2017 2 1 0 1 4 

2018 3 3 3 0 9 

2019 2 1 5 1 9 

2020 2 4 6 2 14 

2021 1 0 3 2 6 

2022 0 0 0 0 0 

合計 11 11 19 6 47 
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２．２ 意見・概説に関する研究の概要 

意見・概説に関する研究については、知的障害教育

の歴史や養護・訓練から自立活動への変遷、学習指導

要領の変遷の過程に触れた上で、課題や今後の展開

に関する意見を述べたものが複数挙げられる （伊藤，

2017；中西，2018a；中西，2018b;岡野，2018；早川，

2019 ；渡邉 ,2020 ；山本， 2020 ） 。これらは、伊藤 

（2017） を除いて、平成 29 （2017） 年に告示された

特別支援学校の新学習指導要領、平成 30 （2018） 

年の特別支援学校教育要領・学習指導要領解説自立

活動編（幼稚部・小学部・中学部）の内容を受けて発表

されたものである。 

中でも、渡邉 （2020） は、 知的障害教育における

養護・訓練導入の経緯を詳述し、知的障害教育史と照

合して論点を整理した上で、今日の課題について指摘

している。特に、盲学校、聾学校、肢体不自由養護学校、

病虚弱養護学校においては主障害そのものの克服・改

善が養護・訓練となるのに対し、知的障害（当時は精神

薄弱）養護学校においては、知的発達の遅れへの対応

ではなく、発達の偏りへの対応が養護・訓練となることを

強調している。また、知的障害教育においては、「特設

による養護・訓練」の指導よりも、教育活動全体の中で

「養護・訓練に関する指導」を行う場合が多かったことか

ら、自立活動となった現在においても、教育活動全体を

通じて自立活動の指導を行うことが多いと述べている。

その上で、教科等を合わせた指導の中でも自立活動の

課題を中心においた活動を設定する必要があること、

知的障害特別支援学校の自立活動の指導では、集団

や小集団での指導が多く個別指導が少ないという特徴

から、集団指導の在り方を充実させる必要があることな

どを指摘している。 

実践の提案や今後の方針の示唆を行った研究として

は、小田  （2014）  、古井  （2017）  、篠原・半澤 

（2019） がある。小田 （2014） は、知的障害特別支援

学校高等部生徒を対象に実施した感情認知に関する

研究結果を示し、「人間関係の形成」に焦点を当てた授

業の実践案を示している。古井 （2017） は、幼稚園教

育要領の領域「健康」と特別支援学校幼稚部教育要領

の自立活動の対応関係を検討し、統合保育を行う際の

留意点について指摘している。篠原・半澤 （2019） は、

軽度知的障害生徒を対象とした高等部の職業学科に

おいて、キャリア教育の指導内容と自立活動の指導内

容の関連を指摘し、両者の視点を合わせた「職業に関

する教科」の実践を提案している。これらの研究は、今

後の自立活動の指導の充実に向けて、従前行われてき

た実践を自立活動の視点から整理し直すことや、他の

領域・教科との関係性を明確にすることを目的に実施さ

れている。そして、いずれの研究においても今後の継続

した検討が必要とされている。 

独自の視点を示したものとしては、肥後・衛藤・天海 

（2021） が挙げられる。ここでは、平成 30 年の特別支

援学校教育要領・学習指導要領解説自立活動編（幼稚

部・小学部・中学部）の、「第６章自立活動の内容」にお

ける発達障害、知的障害の事例に関する記載の分析を

通して、自立活動の指導内容の選定と立案に際しどの

ような専門的知識や方法論が必要になるかを検討して

いる。その結果、発達・知的障害の自立活動の指導の

根幹となる項目として、「指導における中核的前提」、

「行動分析的アプローチ」、「運動面からの指導」の 3 点

を示している。また、先述の 3点を踏まえて、発達・知的

障害の指導を展開する柱を、「他者意図理解・自己理

解による自己効力感の指導」、「基本的なコミュニケーシ

ョンからより高次で多様なコミュニケーションの指導」、

「適応行動の形成と興奮制御スキルの形成」の３つに集

約している。これらを通して、自立活動に関する議論の

中でしばしば指摘される「教師の専門性」に関して、専

門性とは何を指すのかを明らかにしようと試みている。 

このように、意見・概説に区分した先行研究において

は、知的障害教育における様々な歴史的背景を踏まえ

た上で、知的障害特別支援学校独自の自立活動に関

する課題を考察しようとしている。また、自立活動の視点

に立った実践やカリキュラムの整理、自立活動の指導を

行う上で必要な知識や方法論の提案も試みられている。 

２．３ 調査研究の概要 

 調査研究に区分した 11 の先行研究の概要を、表 2

に示した。調査研究は、今井・生川 （2013）、今井・生

川 （2014）、野口 （2017） を除いて、2018 年以降に
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発表されている。特に 2020 年は 4 編の論文が発表さ

れており、ここにも 2017 年の学習指導要領改訂告示・

2018年の学習指導要領解説自立活動編の発表を受け

ての動向が見て取れる。 

自立活動に関する教育課程や組織編成、専任教員

の有無等を調査したのは、今井・生川 （2013）、今井・

生川 （2014）、藤井・窪田・保坂・佐野 （2018）、清水 

（2018）、大井・中西・日高・岩井・丹羽・濵田・渡邉・蓮

香・上地 （2020）、松田・是永 （2020）である。この内、

全国を対象として調査を実施したのは大井ら （2020） 

のみで、他の調査は対象とした自治体数が 1～4 と限ら

れている。渡邉 （2020） は、自立活動の実施状況に

自治体による差が大きいことを指摘している。本稿で分

析対象とした研究においても、特に、教育課程上に自

立活動の時間を設定しているかどうかや、専任教員の

有無について、自治体により大きな差が見られる。現在

の自立活動に関する実態や課題を明らかにするため

には、調査対象となる地域を拡大して検討することが求

められる。 

また、大井ら （2020） は質問紙調査を行っているが、

調査対象としたのは小学部のみである。その他質問紙

調査を行った研究では、今井・生川 （2013） は小・中

学部を、清水 （2018） は小学部を対象としている。面

接調査を行った研究では、今井・生川 （2014）、松田・

是永 （2020） は学校の代表者に対して面接を行い学

校全体の傾向を調査し、藤井ら （2018） は高等部教

員を対象に調査を実施している。本稿で分析対象とし

た研究においては、高等部の指導の実態について複

数の自治体を対象に調査を行った研究がなく、十分に

実態をとらえることができていない。また、同一の研究内

で複数の学部の結果を比較したものがなく、小・中・高

等部の各学部間で実施状況や教員の意識に違いがあ

るのかという点も検討できていない。 

その他、野口 （2017）、大野呂 （2020a）、大野呂

（2020b）は、児童生徒の自立活動の個別の指導計画

を調査の対象として、学部による個別の目標の違いや、

重視する項目の違い、記述内容カテゴリーの違いを分

析している。山元・水野・野﨑 （2018） は、静岡県内の

知的障害特別支援学校の学校要覧を基に各教科等の

配当時間の推移を調べ、本杉・鈴木・島田・田尻・鶴見

（2019） は、PT（理学療法士）配属校において、PT 介

入後の教育内容等の変更の有無を調査している。この

ように様々な検討がなされているものの、これらの研究

では対象となる自治体が単一であり、得られた結果の一

般化を図るところまでは達していない。 

２.４ 実践研究の概要 

  実践研究に区分した 19 の先行研究の概要を、表 3

に示した。実践研究も、19 編中 17 編が 2018 年以降

に発表されている。 

  実践を行った学部は、小学部が 11 編と過半数を占

め、中学部が 4 編、高等部が 4 編であった。小学部に

関する知見が多いことは、前項の調査研究においても

同様の傾向が見られる。 

指導を行った場面については、自立活動の時間が 9

編、教育活動全体を通しての指導が 6 編、課題学習の

時間が 5編、合わせた指導が 2編、その他が 2編であ

った。指導場面については、同一論文内で複数の場面

で指導している場合があるため、合計数は 19 編を超え

ている。この内、特別な時間を設定せず教育活動全体

での実践を報告しているのは2編であり、大半は自立活

動の時間、もしくは課題学習の時間の内容を取り扱った

研究であった。知的障害特別支援学校における自立活

動については、教育課程上に自立活動の時間を設けな

いと指導目標や教員の意識があいまいになるとの指摘 

（今井・生川,2014） がある。その一方で、これまでの知

的障害教育の経緯を踏まえると、教育活動全体で指導

を行うべきだとの指摘 （中西 2018a, ; 中西 2018b ; 渡

邉 2020 ; 廣内・早川,2021） もあり、一貫した見解は得

られていない。また、小学部のみの結果ではあるが、自

立活動の時間を設定している学校は 6 割前後との指摘 

（大井ら,2020） もある。指導の場面については今後も

議論が続くと思われるが、現状は自立活動の時間以外

での指導が半数近いという実態を踏まえ、教育活動全

体を通しての自立活動の指導の実践研究を蓄積する必

要がある。 

指導内容については、社会性・自己理解・集団への

参加といった「人間関係の形成」に関する内容が 15 編
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と最も多く、次いでコミュニケーションに関する内容が 11

編、認知発達に関する内容が 6編、運動や作業に関す

る内容が 2編、心理的な安定に関する内容が 1編であ

った。前項で分析対象とした調査研究においても、指導

の重点項目として、人間関係の形成に関する内容やコ

ミュニケーションに関する内容を挙げているものが多い

（野口 ,2017 ; 藤井ら ,2018 ; 清水 ,2018 ; 大井

ら,2020 ; 大野呂,2020a ; 大野呂,2020b）。特に高等

部の軽度知的障害の生徒にとって、自己理解や対人コ

ミュニケーションが課題となるとの指摘もある  （野

口 ,2017 ; 山元ら ,2018 ; 藤井ら ,2018 ; 松田・是

永,2020）。これらの点を踏まえると、軽度知的障害や自

閉スペクトラム症の生徒に対して、自己理解や社会性、

集団への参加といった人間関係の形成に関する実践が

必要とされており、それらについての実践研究が今後よ

り一層求められると考える。 

なお、今回の 19 編の研究のうち、明記されているだ

けで 9 編の研究が大学附属特別支援学校において実

施されていた。今後は、公立特別支援学校での実践研

究も待たれるところである。 

２.５ 目標設定に関する研究の概要 

特別支援学校教育要領・学習指導要領解説 自立活

動編（幼稚部・小学部・中学部）（2018）では、第７章「自

立活動の個別の指導計画の作成と内容の取扱い」にお

いて、個々の幼児児童生徒の実態把握に基づいた目

標設定の必要性が明記されている。加えて、個別の指

導計画を作成する手順が「実態把握から具体的な指導

内容を設定するまでの流れの例」として示されている。こ

の内容を受けてか、本稿で分析対象とした研究におい

ても、目標設定に特化したものが 6 編あった。これらの

研究の概要を表 4に示した。 

志鎌 （2020）、志鎌 （2021） は、高等部生徒を対

象として、本人参画型の目標設定を行っている。個別の

指導計画、個別の教育支援計画の本来の役割・目的を

踏まえると、このように本人が自己理解に基づいて目標

設定を行えるようなプロセスを検討することは、非常に重

要な視点である。 

中軽米・田淵・佐々木・大森・原田・藤谷・中村・阿部・

岩崎・及川・日當・佐々木・細川・齋藤・田口・柴垣・上

濱・鈴木・滝吉・東・佐々木 （2020）、中村・藤谷・佐藤・

細井・小原・中村・阿部・岩崎・及川・日當・佐々木・細

川・齋藤・北村・熊谷・沼﨑・佐々木・大森・原田・柴垣・

上濱・鈴木・滝吉・東・佐々木 （2021） は、岩手大学教

育学部附属特別支援学校において、学校独自の目標

設定要領を用いてその課題と有効性を検討している。

その中で、付箋を用いた情報整理の有効性が指摘され

ており、この方法は高橋 （2017） においても効果的で

あったと述べられている。 

また、前項の調査研究においては、大井ら （2020） 、

松田・是永 （2020） が、的確な実態把握を行う困難さ

を指摘している。それに関連し、高久・後藤・伊藤・加瀬

谷・富田 （2018） や本杉ら （2019） は、実態把握か

ら目標設定の段階で ST（言語聴覚士）や PT といった

外部専門家の協力を仰ぎ、その後の実践においても助

言を受けた事例や、その有効性に関する調査結果を報

告している。これまでも、他の障害種を対象とする特別

支援学校においては、ST、PT、OT（作業療法士）をは

じめとする外部専門家との連携が行われてきた。今後は、

知的障害特別支援学校においても他職種との連携を

積極的に行い、多様な視点から幼児児童生徒の実態を

把握し、目標設定につなげていく必要がある。そのため

に、目標設定に関連して外部専門家を活用した実践研

究を行い、その成果や課題について整理していくことが

求められる。 

３ まとめと今後の展望 

３.１ 知的障害教育史を踏まえた研究の発展 

知的障害特別支援学校における自立活動を考える

上で、これまでの歴史的な背景を踏まえた検討は欠か

すことができない。知的障害教育の特色、知的障害教

育における自立活動の指導の位置付け、領域教科を合

わせた指導の発展等を考慮に入れた上で、知的障害

特別支援学校における自立活動の指導をどのように充

実させていくか、検討を重ねることが必要である。 
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表２ 調査研究の概要 

著者・掲載年 調査対象 調査内容 主な結果 

今井・生川
（2013） 

・千葉、東京、神奈川、埼
玉
・知的・肢体・知肢併設校
・校長・教頭・教務主任
55 名、自立活動主任 49
名、小学部主事 54 名、
中学部主事 56名
・質問紙調査

・児童生徒の実態
・自立活動に関する組織編
成の有無
・自立活動専任教員の配置
・個別の指導計画について
・他の領域・教科との関連
・教師の専門性
・指導上の課題
・教師の課題意識

・自閉症の児童生徒の増加
・組織編成 56.8％
・専任教員の配置 37.8％
・指導計画の作成 69.0％
・合わせた指導との関連性
・専門性向上は急務
・実態把握、日常生活への般化
・個別の指導計画、教員間の共通理解、関
係者との連携、教育課程と学校体制、教師
の専門性の 5つの因子が抽出

今井・生川
（2014） 

・千葉
・知的障害特別支援学校
・自立活動担当教員 21
名（専任 13名、専任外 8

名）
・面接調査

・個別の指導計画
・共通理解
・教育課程と学校体制
・連携
・教員の専門性
・コミュニケーションに関する
取組

・専任群と専任外群に分け、結果を整理
・専任外群では、個別の指導計画を作成し
ていない学校、自立活動の時間を設定して
いない学校が多い
・両群に共通して、教員の意識のばらつきが
大きい、話し合う時間がとれない、学校生活
全体を通して指導しているが意識して指導
することが難しい、といった意見が見られる
・自立活動の研修が必要という意見が多数

野口（2017） ・大阪、島根
・知的・肢体・病弱・聴覚・
視覚・高等特別支援学校
・各校において、幼・小・
中・高等部に在籍する障
害の程度が重度あるいは
中軽度の幼児児童生徒
を各 1 名選び、担任ある
いは指導担当者が回答
・分析対象は大阪知的
51 名、肢体 36 名、島根
知的 23名、肢体 14名
・質問紙調査

・自立活動の指導内容
・個別の指導計画の作成に
ついて
・主体的な活動をひきだすた
めの工夫の実践例
・自立を図るために必要な
「生きる力」について

・肢体は「健康の保持」「身体の動き」「環境
の把握」、知的は「人間関係の形成」「身体
の動き」「コミュニケーション」の区分を重要視
・知的小学部は「食事の自立」「感覚の活用」
「身辺処理の基本動作」「姿勢保持」を、中
学部は「働きかけに応ずる態度」を、高等部
は「生活上への意欲の向上」「他者理解と適
切な行動」「自己理解と行動調整」「認知の
特性の活用」「円滑な作業能力」を重要視
・肢体の個別の指導計画作成には自立活動
担当も入るが、知的は主として担任が作成
・肢体は全校が自立活動の時間を設定、知
的は 73％が設定
・知的で必要性が高いと思われる「生きる力」
上位 3点は、健康・協調性・体力

山元・水野・野﨑
（2018） 

・静岡
・知肢併設 6 校、知的 4
校
・平成 18 年度から 27 年
度の学校要覧を基に集
計

・児童生徒数
・教育課程の類型
・各教科等の配当時間、週時
程の設定方法

・自立活動の時間を設定する場合、国語、算
数等の教科別の指導の時間を個別の自立
活動の指導にあてる学校と、集団での自立
活動の指導を行う学校に分かれる
・小学部では自立活動の時間を特別に設定
する学校が少ない
・高等部の、軽度知的障害を対象とした教育
課程で自立活動の時間数が増加

藤井・窪田・保
坂・佐野（2018） 

・調査対象自治体不明
・知的障害特別支援学校
・自立活動に関する分掌
に所属する 4 名（全員高
等部担任）
・面接調査

・軽度の知的障害や発達障
害を併せ有する生徒のニー
ズと指導の実態
・自立活動の指導の実態
・自立活動の教育課程上の
位置付け

・生徒の課題は、対人コミュニケーション、自
己理解の困難さ等
・実施している指導は、メモの取り方、制限時
間内での作業、SST等
・自立活動の時間は設定されておらず、教
育活動全体を通して指導

清水（2018） ・A県
・特別支援学校
・小学部教員 35名
・質問紙調査

・個別の指導計画における 4
領域（健康・運動機能、社会
性・コミュニケーション、生活、
認識）に関する意識
・長期目標
・自立活動の 5 つの区分（調
査実施時）との関連
・指導形態
・学習内容

・主にコミュニケーションや生活面に関する
長期目標が多い
・自立活動に関する指導は、日常生活の指
導、生活単元学習、ことば・かずの時間等で
実施されている

本杉・鈴木・島
田・田尻・鶴見
（2019） 

・神奈川県
・PT（理学療法士）が配
属されている知的障害特
別支援学校 10校
・教員 30名、PT10名
・面接調査

・個別支援の際に使用する
「学校支援用知的障害児童
生徒姿勢・運動アセスメント」
を使用した感想
・PT 支援介入後の教育内容
等の変更の有無

・アセスメント表の活用は、教員と PT の連携
した取組におおむね有効
・PT の介入によって児童生徒の実態が明確
になり、授業改善や目標の修正が行われた
・教員は保護者の主訴を重要視する傾向が
強く、PT は児童生徒の主訴や担当教員の
主訴を重要視している
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著者・掲載年 調査対象 調査内容 主な結果 

大井・中西・日
高・岩井・丹羽・
濵田・渡邉・蓮
香・上地（2020） 

・全国
・小学部を設置する知的
障害特別支援学校
・分析対象は 326校
・質問紙調査

・学習指導要領への対応
・単一障害学級での、自立活
動の教育課程への位置付け
・教科別の指導、教科等を合
わせた指導における自立活
動の指導
・自立活動の時間における指
導の代表的な事例（小 3）
・個別の指導計画の作成及
び指導上の課題
・専任教員

・学習指導要領の改訂を踏まえ、自立活動
の指導の内容・方法等の充実を検討してい
る学校が 66％
・自立活動の時間を週時程に位置付けてい
る学校は 61％
・代表的な事例の主な区分は「コミュニケー
ション」「身体の動き」「人間関係の形成」など
「健康の保持」は少数
・自立活動の時間における指導は集団での
実施が多い
・個別の指導計画作成上の課題は、課題設
定・指導内容、実態把握、教員の専門性
・自立活動に関する校務分掌設置率は
43％、専任教員の配置は 26％

松田・是永
（2020） 

・E県
・知的障害特別支援学校
4校
・面接調査（電話、対面）

・個別の指導計画
・他の領域・教科との関連
・関係者との連携
・専任教員
・教育課程上の位置付け
・課題

・指導計画は作成しているが、子どもの自己
評価に取り組んでいる学校はなかった
・自立活動の時間を設けている学校は少な
く、教育活動全体で実施しているとの回答が
多い
・専任教員を配置する学校はない
・教員の専門性、的確な実態把握、高等部
の軽度知的障害の生徒への対応等が課題

大野呂（2020a） ・O県
・知的障害特別支援学校
2校
・広汎性発達障害・特定
不能の広汎性発達障害
と診断された小 35 名・中
31名・高 33名、計 99名
の児童生徒
・個別の指導計画の指導
目標の記述センテンスを
分析

・指導内容の記述内容分析
・実行機能に関する記述カテ
ゴリーの内部分析

・小学部と中学部では、コミュニケーションと
実行機能の記述内容カテゴリーが多い
・高等部では、コミュニケーション、実行機
能、スケジュール、社会性に関する記述が多
い
・実行機能に関しては、小学部で活動実行、
高等部で活動実行とプランニングに関する
記述が多い

大野呂（2020b） ・A県
・知的障害特別支援学校
2校
・広汎性発達障害・特定
不能の広汎性発達障害
以外の、小 26 名・中 20

名・高 53 名、計 99 名の
児童生徒
・個別の指導計画の指導
目標の記述センテンスを
分析

・指導内容の記述内容分析
・実行機能に関する記述カテ
ゴリーの内部分析

・すべての学部で、コミュニケーションと実行
機能に関する記述内容カテゴリーが、他のカ
テゴリー（スケジュール、社会性、健康、身
体）よりも多い
・実行機能に関する記述の内訳は、小学部
では活動実行＞目標設定・プランニング＞
効果的実行、中学部・高等部では目標設
定・プランニング・活動実行＞効果的実行の
順で多い
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著者・掲載年 対象者 指導内容・目標 指導場面 その他 
長岡・瀬戸口・
藤原（2009） 

小学部児童 1名 
（自閉的傾向） 

不適応行動（集団活動への参加
困難）の軽減 

教育活動全体 自立活動担当教員によるコンサ
ルテーション

佐藤（2014） 中 1男子 4名・女子 2名 
（中～軽度知的障害） 

ビジョントレーニング 自立活動の時間 

永冨(2018) 中学部生徒 30名 
（自立活動の時間で SST
を学ぶグループ） 

挨拶行動の形成 自立活動の時間 スクールワイドの取組による、指
導担当以外の教員・指導時間以
外の場面への般化を目標とする

鈴木・國宗・遠
津・松永(2018) 

高 1男子 5名・女子 3名 木のおもちゃづくりを通した感情
や気持ちの変容 

動く木のおもちゃも
のづくり 
（位置付け不明） 

高久・後藤・伊
藤・加瀬谷・富
田（2018） 

高 1男子 1名 言語指導 
（統語・質問応答） 

自立活動の時間 外部専門家（言語聴覚士）が評
価を行い、指導目標を提示 
自立活動専任教員・担任・保護
者が指導を実施 

茅野（2019） 小学部児童 11～18名 
（分析対象は自閉症児 4
名・ダウン症児 1名） 

動きの模倣・ふれあい・ルールの
あるゲーム・リズム・表現 
グループで動くことの意識化 

集団リズム遊び 5回の実践を分析し、自立活動
6領域に関する児童の様子を取
り上げ、記述 

清野・高橋
（2019） 

小学部男子 1名 目と手の協応 
動作模倣 
弁別・分類 

課題学習 
（自立活動の内容を
含む） 

太田ステージによる評価に基づ
く認知的な学習 

大友（2019） 中 3男子 2名 
（中度 ASD） 

学校生活のマナー・ルール 
コミュニケーションスキル

課題学習 
（自立活動・国語・
数学の内容を含む） 

ソーシャル・ナラティヴを用いた
SST

山崎・水内
（2019a） 

小学部児童 17名 
（分析対象は小 5児童 1
名・自閉スペクトラム症） 

論理的思考力の育成 
認知能力の習得 
人間関係の形成 
コミュニケーション能力の向上

自立活動の時間 
（プログラミング） 

ダンス活動にプログラミング的要
素を取り入れた学習を実施 

山崎・水内
（2019b） 

小学部児童 17名 
（分析対象は小 5児童 1
名・自閉スペクトラム症） 

論理的思考力の育成 
認知能力 
人間関係の形成 
コミュニケーション能力の向上

自立活動の時間 
（プログラミング） 

プログラミングロボット「コード・A・
ピラー」を用いた学習を実施 

堀口（2020） 小 3男子 1名 
小 1男子 1名 
学年・性別未掲載 

勝ち負けや順番へのこだわり 
要求行動の形成 
音韻構造の分析行為の形成 

課題学習 
教育活動全体 
課題学習 

近藤・是永
（2020） 

高 1生徒 15名 
（軽度知的障害） 

援助希求の方法を知る 
敬語・相槌の方法を知る 
得意と苦手を知る 
感謝を伝える方法を知る 
気持ちを切り替える方法を知る 

職業 幸福感に関するアンケートと授
業参観により実態把握 
計 5回の授業実践 

毛利（2020） 小 2児童 1名 
（自閉スペクトラム症） 

伝達手段を増やす 
概念形成の土台を作る 
気持ちを落ち着かせたり切り替え
たりする 

自立活動の時間 
各教科を合わせた
指導 
教育活動全体 

実態把握・指導目標の設定の過
程を詳述 

小倉・平石・小
曾根（2020） 

小 6児童 1名 
（自閉症） 

集団へ参加する力を高める 自立活動の時間 
（小集団） 
課題学習 
（自立活動・国語・
算数の内容を含む） 
教育活動全体 

目標設定のプロセスを詳述 

山崎・絈野・鞍
田・中坪・西井・
真田・脊戸・砺
波・伊藤・水内
（2020） 

小学部児童 17名 
（分析対象は小 2・小 4・
小 5児童各 1名、小 6児
童 2名） 

方向の概念・空間認知能力の習
得 
人間関係の形成 
コミュニケーション能力の向上

自立活動の時間 
（プログラミング） 

ダンスを取り入れた活動、「コー
ド・A・ピラー」、「Viscuite」、オリ
ジナル教材、「True True」を用
いたプログラミング学習を実施 

山崎・伊藤・水
内（2020） 

小学部児童 17名 
（分析対象は小 2・小 4・
小 5児童各 1名、小 6児
童 2名） 

概念形成・認知能力の向上 
人間関係の形成・コミュニケーシ
ョン能力の向上 
プログラミング的思考を高める 

自立活動の時間 
（プログラミング） 

プログラミング言語ツール
「Viscuite」を用いた学習を実施 

廣内・早川 
（2021） 

中学部生徒 24名 
（分析対象は中 1男子） 

心理的な安定 
人間関係の形成 

教育活動全体 目標設定－実践－評価の過程
を分析し、特設の時間ではない
自立活動の指導の様子を詳述 

本吉・倉田
（2021） 

高等部全生徒 
（各学年 8～9名） 

作業に関わる力を高める 
集団の中のコミュニケーション 
自分を知る 
作業と休憩の切り替え 

自立活動の時間 独自のアセスメントツールを開発 
クラスター分析によるグルーピン
グに基づいた小集団指導を実施

山崎・伊藤・水
内（2021） 

小 5・6児童 5名 
（分析対象は小 5児童 1
名・ダウン症） 

プログラミング的思考の育成 
左右弁別の習得や心的回転力
の育成 
人間関係の形成やコミュニケー
ション能力の育成

自立活動の時間 プログラミングロボット「コード・A・
ピラー」を用いた学習を実施 

表３ 実践研究の概要 
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著者・掲載年 対象 方法 主な結果 
高橋（2017） ・自治体の記載なし

・小学部低学年児童１名
・広汎性発達障害

・6か月間、週 2～3回観
察
・気付いた点をフィールドノ
ートに記述
・岡山県総合教育センター
が作成した「自立活動ハン
ドブック」を参考に、付箋を
用いた情報整理を行い、目
標を設定する

・それぞれの情報の関連を模造紙に
図解することで、児童の実態が浮か
び上がった
・個々の情報を吟味しながら実態を
把握することで、児童の実態を総合
的に把握することができた

佐藤・小幡・折・中市・
米澤・岡野・高橋
（2019） 

・北海道
・「寺子屋特別支援教育塾」

・試案として、知的障害教
育自立活動実態把握票を
作成

・個人内差のプラスの面に注目する
ことで、自立活動の指導内容・方法
を見出すことができる
・自立活動の時間ではなく、各教科
や合わせた指導の中で自立活動を
扱う際に、指導内容を焦点化するこ
とができる
・本票の活用により、知的障害教育
における自立活動の内容を理解する
ことにつながる

志鎌（2020） ・Y県
・特別支援学校高等部 3年
生
・知的障害と肢体不自由

・50分の授業を 3回実施
・ワークシートを活用した本
人参画型の自立活動の個
別の指導計画を作成

・自立活動の内容 6区分に当てはめ
て自分のことを捉えられるようになる
ために、今していることや興味・関心
のあることなど捉えやすいところから
取り組むことが重要
・生徒自身が目標を設定することは
できたが、具体的な学習内容につい
てはイメージが難しかった
・本人が設定した目標を踏まえて、教
師が学習計画や内容を設定・提案
することが有効である可能性を示唆

中軽米・田淵・佐々木・
大森・原田・藤谷・中
村・阿部・岩崎・及川・
日當・佐々木・細川・齋
藤・田口・柴垣・上濱・
鈴木・滝吉・東・佐々木
（2020） 

・岩手大学教育学部附属特
別支援学校小学部

・小学部の教員が、学校独
自の指導内容の設定要領
を用い、自立活動における
課題の整理、目標の設定、
指導内容の設定を行う

・将来の様子については、具体的に
「〇年後」と指定された方がイメージ
しやすい
・指導目標を達成するために必要な
項目を選定する作業について、教員
間での意識の徹底が必要

志鎌（2021） ・筆者の勤務校
・知的障害特別支援学校高
等部 3名
・3名とも自閉症もしくは自閉
的傾向

・ホームルームや教育活動
全体を通して 10～12回実
施
・本人参画型の自立活動の
個別の指導計画を作成、そ
の後指導を実施

・指導計画の作成に本人が関与する
ことで、生徒が自分の課題に向き合
い意欲的に取り組む様子が見られた
・生徒の表現を受け、教員が言葉を
補足したりやり取りを重ねたりすること
で、より具体的な表現にすることがで
きた

中村・藤谷・佐藤・細
井・小原・中村・阿部・
岩崎・及川・日當・佐々
木・細川・齋藤・北村・
熊谷・沼﨑・佐々木・大
森・原田・柴垣・上濱・
鈴木・滝吉・東・佐々木
（2021） 

・岩手大学教育学部附属特
別支援学校小・中・高等部
・実践者 14名（大学院生 4
名を含む）

・実践者に対して、学校独
自の設定要領の有用性と
課題を調査

・実態の列挙や中心的課題の整理
の段階では、付箋の活用が有効であ
った
・仮説立案のための発想の要領や、
収束のための議論進行要領が必要
・指導内容よりも支援の手だてを記
載する方が取り組みやすい

表４ 目標設定に関する研究の概要 
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３.２ 全国を対象とした調査の実施 

調査については、全国を対象とした中学部・高等部

に関する実態調査が必要である。中学部からは作業学

習など学級単位ではない授業も増え、関わる教員の数

も増える。また、高等部になると、進路を見据えた学習

の展開も望まれ、小学部段階とは異なる自立活動の指

導の実態があるものと思われる。特に週時程への位置

付けや、専任教員の有無、教員の課題意識などについ

ては、小・中・高等部の学部間の差があるものと予測さ

れる。現在の指導形態について、また、どのような点が

課題となっているのかについて、詳細な検討が求められ

る。 

３.３ 指導対象、指導場面を考慮した実践研究 

実践については、特に、高等部における軽度知的障

害や発達障害への対応事例が求められている。また、

中学部・高等部における実践研究は少なく、特に人間

関係の形成や、コミュニケーションに関する実践の蓄積

が必要とされている。さらに、小学部については姿勢の

保持や身辺自立、中学部・高等部においては作業スキ

ルの向上といった点から、身体の動きや環境の把握に

関する実践の重要性が指摘されているものの、いまだ

報告数としては少ない。今後は、中学部・高等部におけ

る実践研究の発展や、小学部における身体の動き等に

関する実践研究の推進が求められる。 

また、指導場面への考慮も必要である。特別支援学

校教育要領・学習指導要領解説 自立活動編（幼稚部・

小学部・中学部）（文部科学省,2018）では、「この自立

活動は、授業時間を特設して行う自立活動の時間にお

ける指導を中心とし、各教科等の指導においても、自立

活動の指導と密接な関連を図って行わなければならな

い」「自立活動の時間を確保しなくてもよいということで

はなく」等の記述があり、自立活動の時間を特設した上

で、学校の教育活動全体を通じて指導する必要性が示

されている。また、下山 （2018） は、各教科等を合わ

せた指導の中で自立活動が扱われている場合に、自立

活動の指導効果が上がっているのか、自立活動の時間

が設定されていない学校で指導の場が確保されている

のかという疑問を呈している。しかし、いまだ教育課程上

に自立活動の時間を特設していない学校が多く、教育

活動全体を通して、もしくは各教科等を合わせた指導の

中で自立活動に関しても指導を行っているケースが多

いのが現状である。 

さらに、個別指導と集団指導のバランスについても検

討が必要である。本稿で分析対象とした研究では、自

立活動の時間における指導は小集団で、課題学習の

時間における指導は個別で行っているケースが多い。

しかし、この点においても、人間関係の形成やコミュニケ

ーションに関する事柄を自然な文脈の中で学習するの

であれば、小集団の形が望ましいという意見  （中

西,2018a） や、自立活動は本来個に応じた指導である

べきで、個別指導を念頭に置くべきという意見  （下

山,2018） など、様々な視点からの指摘がなされている。

指導形態についても、さらなる知見の蓄積が必要とされ

る。 

本稿で分析対象とした研究は、特設した時間におけ

る指導を扱ったものが多かったが、それは必ずしも現場

の実態を反映してはいない。なぜ、知的障害特別支援

学校において自立活動の時間の特設が進まないのか、

果たして特設する必要性はあるのか、教育活動全体を

通した指導の中で自立活動を扱う場合に目的があいま

いにならないような工夫はあるのかなど、今後も検討す

べき課題は多い。 

３.４ 的確な実態把握に基づいた目標設定 

適切な目標設定を行うためには、的確な実態把握を

欠かすことができない。しかし、今井・生川 （2013） 、

今井・生川 （2014） 、大井ら （2020） 、松田・是永 

（2020） などでは、自立活動の指導に関する課題とし

て実態把握の困難さが挙げられている。特に、ツール

や時間、教員の専門性の不足が原因として示されてい

るが、具体的にどのような点で困難さが生じているのか

といった詳細な検討はなされていない。今後は、現場で

教員が使える実態把握ツールや、目標設定との関連が

分かりやすく、本人参画型の目標設定にも活かすことが

できるような実態把握方法の開発が求められる。そのた

めにも、現場の意見を反映しながら行う実践研究・調査

研究のさらなる推進が必要である。 
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